
九州地域における工業用水道災害時等の相互応援に関する協定書

（趣旨）

第１条 この協定は、九州地域の各工業用水道事業者のうち本協定を締結した者（以下「協

定事業者」という。）が管理する工業用水道が地震等の大規模な災害等により被災し、

当該被災をした協定事業者（以下「被災事業者」という。）が独自では緊急の復旧措置

が実施できない場合において、被災事業者からの要請により、他の協定事業者が行う応

援活動を迅速かつ円滑に実施するために必要な事項を定めるものとする。

（協定事業者）

第２条 第１条に規定する協定事業者は下記のとおりとする。

圏域 協定事業者

福岡県
福岡県企業局

北九州市上下水道局

佐賀県
佐賀県東部工業用水道局

伊万里市水道部

諫早市上下水道局

長崎県 大村市上下水道局

松浦市上下水道課

熊本県企業局

熊本県
合志市水道局

大津町工業用水道課

西原村産業課

大分県企業局

大分県 杵築市上下水道課

国東市上下水道課

宮崎県 宮崎県企業局

鹿児島県 鹿児島県工業用水道部

（代表事業者）

第３条 応援活動を円滑に実施するため、各県を一つの圏域として、各圏域を代表する協

定事業者（以下「代表事業者」という。）を下記のとおり定める。

圏域 代表事業者

福岡県 福岡県企業局

佐賀県 佐賀県東部工業用水道局

長崎県 松浦市上下水道課

熊本県 熊本県企業局

大分県 大分県企業局

宮崎県 宮崎県企業局

鹿児島県 鹿児島県工業用水道部

（応援の要請等）

第４条 被災事業者は、他の協定事業者から応援を受けようとするときは、当該圏域の代

表事業者に応援を要請するものとする。

２ 前項の規定による応援の要請を受けた代表事業者（以下「応援主管事業者」という。）

は、速やかに他圏域の代表事業者及び他の応援を行う協定事業者（以下「応援事業者」

という。）と協力して被災事業者に対する応援活動を実施するものとする。



（応援の内容）

第５条 応援の内容は、次のとおりとする。

(1) 職員の派遣

(2) 物資及び資機材の提供

(3) その他被災事業者から要請のあった事項

（物資等の携行）

第６条 応援事業者は、被災事業者に職員を派遣する場合は、別に定めるところにより当

該職員に必要な物資等を携行させるものとする。

（情報の交換）

第７条 協定事業者は、この協定に基づく応援活動が迅速かつ円滑に行われるよう、関係

資料等の必要な情報を、別に定めるところによりあらかじめ相互に交換するものとする。

（経費の負担等）

第８条 応援活動に要した経費は、原則として被災事業者の負担とする。

２ 応援事業者の職員が応援活動に際して第三者に損害を与えた場合、その損害が応援活

動の従事中に生じたものについては被災事業者が、被災事業者への往復の途中において

生じたものについては応援事業者が、それぞれ賠償の責めを負う。

３ 被災事業者が第１項に規定する経費を支弁するいとまがなく、かつ、当該被災事業者

から要請があった場合には、応援事業者は、当該経費を一時立て替えて支弁するものと

する。

４ 応援事業者の職員の派遣に要する経費については、応援事業者が定めるところにより

算出した当該職員の旅費及び諸手当の額をもって定めるものとする。

５ 前４項の定めによりがたいときは関係事業者が協議して定めるものとする。

（公務災害補償に関する請求手続）

第９条 応援事業者が派遣した職員が、応援活動により死亡し、負傷し、若しくは疾病に

かかり、又は障害の状態となった場合における公務災害補償に関する請求手続は、被災

事業者が作成する公務災害についての意見書及び事実関係を明らかにした報告書等に基

づいて、応援事業者が行うものとする。

２ 応援事業者は、前項に規定する請求手続を行った場合は、その結果を被災事業者に報

告するものとする。

（国への応援の要請）

第 10 条 応援主管事業者は、この協定に基づく被災事業者への応援活動ができない場合

は九州経済産業局へ応援要請するものとする。

（連絡会議の開催）

第 11 条 協定事業者は、この協定に基づく応援活動が迅速かつ円滑に行われるよう、毎

年１回以上定期又は随時に連絡会議を開催するものとする。

（訓練）

第 12 条 協定事業者は、この協定に基づく応援活動が迅速かつ円滑に行われるよう、合

同で訓練を実施するよう努めるものとする。

（他の協定との関係）

第 13 条 この協定は、協定事業者が既に締結している協定及び個別に締結する災害時の



相互応援に関する協定を妨げるものではない。

（その他）

第 14条 この協定の実施に関し必要な細則事項は、別に定めるものとする。

２ この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度、協

定事業者が協議して定めるものとする。

（施行期間）

第 15条 この協定は、平成 27年 11月 5日から施行する。
また、協定満了期日は、平成 28年 3月 31日とし、満了期日 3ヶ月前までに協定事業

者からの意思表示がない場合は、期日満了の翌日より、協定期日を 1年間延長し、その
後も同様とする。

この協定を締結したことを証するため、この協定書１６通を作成し、関係者記名押印

の上、各自その１通を保有する。

平成 27年 11月 5日

福岡県企業管理者 江 口 勝

北九州市工業用水道事業管理者 諌 山 修

佐賀県東部工業用水道管理者 佐賀県知事 山 口 祥 義

伊万里市水道事業管理者職務代理者 中 尾 俊 幸

諫早市上下水道事業管理者 上下水道局長 馬 場 康 明

大村市上下水道事業管理者 福 田 和 典

松浦市水道事業 松浦市長 友 広 郁 洋



熊本県知事 蒲 島 郁 夫

合志市長 荒 木 義 行

大津町長 家 入 勲

西原村工業用水道事業管理者 西原村長 日 置 和 彦

大分県企業局長 日 髙 雅 近

杵築市長 永 松 悟

国東市長 三 河 明 史

宮崎県企業局長 四 本 孝

鹿児島県知事 伊 藤 祐一郎


